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１ 「三重県職員人づくり基本方針」の改定について                       

 

本県では、県政運営をより的確に推進していくためのベースは「人」であるという考えの

もと、「三重県行財政改革取組」の一環として、平成 24 年 12 月、社会の変化や県政の動き、

問題点・課題に対応していくため、県職員に求められる人材像や能力を明確にし、人材育成

の手法や進め方を示した「三重県職員人づくり基本方針（以下「基本方針」という。）」を策

定した。 

基本方針については、同年４月に策定された、おおむね 10 年先を見据えた県の戦略計画

「みえ県民力ビジョン」及びその中期の行動計画である「みえ県民力ビジョン・行動計画」

を踏まえたものとなっている。 

  基本方針策定から約４年が経過し、これらの取組や計画において以下のような動きがあっ

た。 

 

〇「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」の策定 

「みえ県民力ビジョン」の中期（４年間）の戦略計画として、第一次行動計画の成果

と課題や状況変化を踏まえ、第二次行動計画を策定し、平成 28 年４月からスタートさ

せた。 

第二次行動計画では、「県民力でめざす『幸福実感日本一』の三重」の実現に向けて、

引き続き、アクティブ・シチズンによる「協創」を一層進めるとともに、「経済的な豊か

さ」、「社会のシステムやつながりの豊かさ」、「精神的な豊かさ」の３つの豊かさ全てを

高め、「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを進めていくことを掲げている。 

そのため、「新しい豊かさ・協創」の視点に基づき施策を構築し、施策を推進していく

こととしている。 

 

〇「第二次三重県行財政改革取組」の策定 

平成 28 年３月、「三重県行財政改革取組」の成果と課題を検証し、さらなる改革の方

向性を示した「第二次三重県行財政改革取組」が策定された。 

「人づくりの改革」では、現場を重視し県民の皆さんとの「協創」の取組を進めるた

めに必要な人材育成やコンプライアンスの徹底については、十分に進んだとはいえず、 

基本方針について検証・見直しを行い、社会情勢の変化等に対応した、より効果的な人

材育成の取組について、さらに検討することが求められている。 

 

 

こういった動きや県政を取り巻く状況、社会情勢の変化を踏まえ、この度、基本方針の取

組事項について検証を行い、目指すべき職員像の実現に向けて、より効果的な人材育成を目

指して、取組内容の改定を行うものである（以下「改定方針」という。）。 
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② 職員の基本姿勢  

○ 元気でポジティブ 

三重県が好きで、熱意を持って仕事に取り組む職員 

ホスピタリティを持ち、笑顔であいさつできる職員 

  ○ 県民と共に 

自ら積極的に県民の皆さんと向き合い、思いを共有でき、共に行動できる職員 

○ 高い「志」 

礼節を重んじ、コンプライアンスの意識や高い倫理観を持ち、県民の皆さんが

安心して県政を任せられる職員 

       責任感を持って、実現まであきらめず、継続して努力できる職員 

○ アクション 

何事にも全力で、逃げずに、挑戦と変革を続ける職員 

高い専門性と意欲をもって、自ら考えて行動する職員 

 

③ 職員に必要な基本的な力  

○ 県民と共に県政を推進する力 

主体性、共感性（聴く力）、調整力、行動力、発信力、説明力 

   ○ 政策・事業を的確に立案し、課題を解決する力 

情報収集力、課題発見力、政策立案能力、企画力 

○ 業務を着実に遂行する力 

知識・技能、調整力、計画力、実行力、責任感 

○ 部下や後輩を育てる力 

      コミュニケーション能力、指導力、チームワーク 

 

 

（２）求められる人材を育成するための基本的な考え方  

 

 

 

 

 

基本方針において、県政運営のベースである「人」を管理職以下組織全体でより大切に

育てる意識を大事にし、対話を通じて、組織全体で、より積極的に職員に働きかける「み

んなで行う人づくり」に取り組み、制度や仕組み及び環境を整えた結果、一定の成果が出

ている。さらなる推進のため、改定方針においてはこれまでの取組を一歩進め、「みんな

で行う人づくり」をベースとし、かつ個人においても職員の主体性を高めることを重視し、

職員一人ひとりが、常に自己研さんの意識を持って限界を設けず、自身の能力向上に取り

組むことを基本的な考え方とする。組織的な取組と個人の努力が相乗効果を生みだすこと

で、「県民とともにアクティブに、新しい三重を創っていく日本一の職員」を目指す。 

 

組織が積極的に関与し、かつ個人も主体的に能力向上に取り組み続ける人材育成 
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４ 重点取組事項                                                               

 

３（１）「求められる人材像と能力」と３（２）「求められる人材を育成するための基本的

な考え方」を念頭に、基本方針の取組を整理し、３（３）「課題解決に向けた新たな取組」

を加えた改定方針における重点取組事項を以下のとおりとする。 

 

 

（１） 現場重視・協創推進のための組織的な人材育成   

「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりに向けて、現場を重視し、アクティブ・シチ

ズンとともに、「協創」の一層の推進を図る主体的な職員の育成に、組織全体で取り組む。 

 

（具体的取組） 

①現場インターン制度の実施  

      職員が企業、ＮＰＯ、市町等さまざまな主体において、積極的に現場に自らを投じ、

実践体験を積むことで現場感覚を高め、協創の推進につなげる現場インターン制度を

実施する。各部局等は派遣者から実践体験の報告を受け、今後の事業・業務への反映

を検討する。 

 

②協創の取組を推進するための研修の実施  

   職員が現場を重視し、さまざまな主体との協創の取組を進めることができるよう、

その理念・必要性を徹底するとともに、スキルの向上を図り、今後の業務に生かして

いくことを目的とした研修を実施する。 

 

③若手・中堅職員等における現場重視・協創の理解促進、能力向上 

     若手・中堅職員等を対象として実施する「ＭＩＥ職員力アワード」発表会の運営、

審査や「ジュニアボード」、「政策創造員会議」（※１）の取組において、現場重視・

協創の視点を重視することで、キャリアの浅いうちから、現場重視・協創の意識徹底

及び能力の向上を図る。 

   （※１）「ＭＩＥ職員力アワード」発表会の運営、審査、「ジュニアボード」、「政策創

造員会議」については、（５）④⑤で記載。 

 

 

（２）仕事を通じた人材育成（ＯＪＴ）機能・チームワークのさらなる向上   

人づくりに最も重要な職場での仕事を通じた人材育成（ＯＪＴ）及びチームワークを、

より一層向上させていくために、職場全体でＯＪＴに取り組む仕組みを充実させるととも

に、上司・部下間のみならず、先輩・後輩間のＯＪＴの活性化に取り組む。 

 

（具体的取組） 

 ①「目指すべき職員像」の共有 

   県庁全体のチームワークを向上させるため、職員が目標を共有し、そこに向かって

切磋琢磨できるよう、求められる人材像や能力を共有する。 

・ 三重県経営方針や組織マネジメントシート等を活用し、各職場に展開 
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・ 常に職員の目に触れ、日常的に確認できる取組（ＷＥＢへの掲示、職場での掲

示、名札への記載等） 

 

②「県職員育成支援のための人事評価制度」による人材育成の推進 

人材育成やチームワークの向上に力点をおきながら、職員全体の意欲・能力の向上

とやりがいを引き出す組織風土の醸成による組織力の向上を目指す「県職員育成支援

のための人事評価制度」を実施し、面談による対話をベースとした人材育成を進める。   

また、評価結果を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用する。 

 

③ＯＪＴリーダーの設置及び研修の実施 

職場での人材育成をより一層推進し、職場全体で取り組むことができるよう、各班

等に次のような役割を担うＯＪＴリーダー（原則、班長等）を設置する。 

・ 班員等の能力向上のための目標の共有化とその達成に向けた具体的な指導・助

言 

・ 若手職員への指導体制づくり 

・ 職場での勉強会など、職員が互いに学び合う場づくり 

また、ＯＪＴリーダーや実際に若手職員を指導する職員を支援するための研修を実

施する。 

    

  ④ＯＪＴ計画書を活用した意図的・計画的なＯＪＴの推進 

    期首面談において、職員は主体的に自身の伸ばしたい能力を申告する。所属長はこ

れを聞き取り、班長等と協力してＯＪＴ計画書を作成のうえ、進捗を確認しながら、

意図的・計画的にＯＪＴを推進する。 

 

⑤所属長・班長等のマネジメント力向上のための研修実施  

    意図的・計画的なＯＪＴを推進するため、所属長・班長等のマネジメント力向上の

ための研修を実施する。 

 

⑥先輩・後輩間のＯＪＴの活性化  

    若手職員の基礎づくりのための研修において人づくりの手法を学ぶことにより、先

輩職員として後輩を指導する立場にあるという自己認識を高める。 

 

 ⑦組織力向上のための段階的な人材育成  

    職員がさまざまな役割を担って経験を積み、管理職に登用されていくことで組織力

を高めていけるよう、課長補佐、班長（地域機関の課長）、班長代理（地域機関の課

長代理）等の職を経験させ、段階的な人材育成を図る。 

 

 

（３）職員の意欲と能力の向上を重視した人事制度   

  職級や年齢にかかわらず、職員が自分の将来に希望を持ち、常に主体性を持って、元気

で前向きに職務に従事できるよう、職場での対話を重視し、職員の意欲と能力を維持・向

上する取組を行う。 
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（具体的取組） 

①「県職員育成支援のための人事評価制度」による人材育成の推進  ※（２）②再掲 

人材育成やチームワークの向上に力点をおきながら、職員全体の意欲・能力の向上

とやりがいを引き出す組織風土の醸成による組織力の向上を目指す「県職員育成支援

のための人事評価制度」を実施し、面談による対話をベースとした人材育成を進める。 

また、評価結果を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用する。 

 

②スペシャリストコースの再編 

県民の皆さんのニーズに的確かつ迅速に応えるため、スペシャリストコース（※２）

を拡充し、時代の変化に対応できる高度な専門性を備えた職員の育成に取り組んでき

たこれまでの成果を踏まえつつ、より職員の主体性を重視し自身の担当したい業務に

チャレンジできるよう、部局に捉われず業務内容に着目してコースの再編を行う。 

また、コース任用後、一定期間経過後はコース継続の有無について選択可能とする

ことで、キャリア選択の自由度を高め、利用しやすい制度とする。 

    

   （※２）スペシャリストコース（再編前） 

        １つの部局の特定分野におけるスペシャリスト等を育成する「業務スペシャ

リストコース」と、１つの部局のさまざまな分野において経験を積むことで

業務に精通した職員を養成する「部局マイスターコース」からなる。 

 

  ③職員力公募制度の実施 

    職員自身の主体的なキャリア選択の実現と職員力の活用・向上を目的として、「み

え県民力ビジョン・第二次行動計画」における目標値の達成など、「みえ県民力ビジ

ョン」の推進に向けて各部局等が集中的に取り組む必要がある業務等への配置につい

て、公募制度を実施する。 

 

④多様な組織との人事交流の推進 

職員の視野と経験の幅を広げ、柔軟な発想力と県民と共感できる感性を持ち、自ら

行動することができるよう、オフサイトミーティング等の自発的な活動を支援する職

場意識を醸成するとともに、国・他県・市町・民間企業などとの人事交流に積極的に

取り組む。 

・国・他県（高度な専門性と特色ある行政運営のノウハウの習得） 

・市町（現場経験と住民ニーズへの的確な対応の習得） 

・民間企業（効率的な業務運営やコスト意識、また顧客に対するサービス意識など

の習得） 

 

 

（４）ベテラン職員の知識・経験の活用  

ベテラン職員の豊富な知識・経験は、それ自体が県の貴重な財産であり、職員の持つ知

識・経験の活用を進めるとともに、これまで培った知識や能力を発揮できるような人事に

努め、モチベーションの維持向上を図る。 
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（具体的取組） 

①スペシャリストコースの再編  ※（３）②再掲 

県民の皆さんのニーズに的確かつ迅速に応えるため、スペシャリストコース（※２）

を拡充し、時代の変化に対応できる高度な専門性を備えた職員の育成に取り組んでき

たこれまでの成果を踏まえつつ、より職員の主体性を重視し自身の担当したい業務に

チャレンジできるよう、部局に捉われず業務内容に着目してコースの再編を行う。 

また、コース任用後、一定期間経過後はコース継続の有無について選択可能とする

ことで、キャリア選択の自由度を高め、利用しやすい制度とする。 

 

②ベテラン職員を対象とした職員力公募制度の新設  

ベテラン職員がこれまで培ってきた知識・経験を自身の業務や後輩指導のＯＪＴに

最大限生かしながら、主体性を持って働けるよう、課長補佐級職員を対象とした職員

力公募制度を新設する。 

   

  ③ベテラン職員のモチベーション維持向上のための研修内容の充実 

    課長補佐級昇任時研修において、職員の視野を広げる講義を加え、大きな視点で物

事を見ること及び周囲や世の中を見渡すことの重要性を改めて認識させることによ

り、モチベーションの維持及び主体性の向上につなげていく。 

 

 

（５）若手・中堅職員の能力開発   

県職員としての基礎を形作ることとなる若手職員の教育を重視し、主体性に重きを置

いて、より充実した教育体制を構築する。 

また、職場の年齢構成上、受け身になりがちな若手・中堅職員に対して、政策形成能

力の向上や視野を広げる機会を設けるなど、主体的に考え、自ら行動できる場づくりを

行う。 

 

（具体的取組） 

①キャリア形成期間における人材育成の重視 

人事異動方針では、「新規採用後、８～10年間程度はキャリア形成期間と位置づけ、

県政に対する幅広い視野の育成を図る」と明記されており、あらためてこの方針を徹

底し、職場での教育を重視する。 

 

②主体性を重視した若手職員の基礎づくりのための研修内容の充実 

    県職員としての基礎となる基本姿勢や基本的な力を早期に習得させるため、新規採

用から５年目までの若手職員の必修研修を充実する。特に主体性を高める取組に力を

入れていく。 

 

③新規採用職員マルチ・トレーニング制度の実施 

  新規採用職員の職場での教育について、「みんなで行う人づくり」を進めるため、

ＯＪＴリーダーを中心に複数のトレーナーで計画的に教育に取り組む（マルチ・トレ

ーニング制度）。 
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④若手・中堅職員の政策形成能力等の向上と組織活性化に向けた「場」の創出 

若手・中堅職員等を構成員とした「政策創造員会議」を部局横断的に設置し、気づ

きや自由闊達な議論の場としての「若手・中堅職員養成塾」や県の重要課題等に関す

る調査・研究などを通じた政策形成能力の向上に取り組む。 

また、新任主査級職員等を構成員とする「ジュニアボード」を、部局単位を基本と

して設置し、部局の政策課題や組織運営課題に対する改善策の検討・実践を通じて、

若手・中堅職員の政策形成能力等の向上や組織の活性化を図る。 

 

⑤新規採用職員による「ＭＩＥ職員力アワード」発表会の運営、審査 

    「ＭＩＥ職員力アワード」を、県庁内の改善活動を理解し、日々改善していく意識

を身につけたり創造性やチームワークを養ったりする人材育成の機会と位置付け、新

規採用職員が発表会の運営もしくは審査を行う。 

 

 

（６）女性職員の活躍推進  

「女性活躍推進のための三重県特定事業主行動計画」に基づき取組を推進し、女性職員

が仕事にやりがいを感じ、育児等、時間的制約がある状況になっても、スキルを高めなが

ら働き続けたいという意思を持てるよう、キャリアが浅いうちから、計画的な育成に取り

組む。 

 

（具体的取組） 

①キャリア形成期間における多様な現場や職務経験の機会付与 

  キャリア形成期間においては、県政に対する幅広い視野の育成を図るとともに、子

育て等によりキャリアの中断が生じた職員もその後のキャリアデザインを前向きに描

けるよう多様な現場や職務を経験させる配置を行う。 

 

②「政策創造員会議」の女性職員割合の向上  

若手・中堅職員等を構成員とし、県の重要課題等に関する調査・研究などを通じた

政策形成能力の向上に取り組む「政策創造員会議」について、各部局が積極的に女性

を推薦するなど、女性職員の割合を高める。 

 

 

（７）意欲をもって働くことができる職場環境づくり  

職員が個性や能力を発揮し、お互いに高め合い、意欲を持って働くことができるととも

に、創意工夫や業務改善等が日常的に行われる職場環境づくりに取り組む。 

    

（具体的取組） 

①現場の思いや発想を引き出す職員提案制度の実施 

職員が政策・業務改善を提案し、実現する機会をつくり、職員一人ひとりの意欲・

能力の向上と組織の活性化及び効果的な政策立案につなげるため、職員提案制度を実

施する。 
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②日々、実践している改善・改革等の取組を表彰・発表する「ＭＩＥ職員力アワード」 

 の実施 

  県民に成果を届けられる職員の人材育成を図るとともに、職員の意欲を高め、自ら

変革していく組織風土としていくため「ＭＩＥ職員力アワード」を実施する。 

 

③ワーク・ライフ・マネジメントの推進  

    職員一人ひとりがそれぞれのライフサイクルなどに応じて、自ら主体的に「ワーク」

と「ライフ」をコントロールして高度な両立を実現できるように、組織的な取組とし

てワーク・ライフ・マネジメントを推進する。 

   ・ワーク・マネジメントの推進（業務改善の推進、時間外勤務の削減等） 

   ・ライフ・マネジメント支援の推進（休暇取得促進、次世代育成支援、介護支援等） 

   ・意識・組織風土改革の推進（対話の促進等） 

 

  ④良好な職場環境づくりの推進 

    「三重県職員メンタルヘルスケアシステム」に基づき、セルフケア支援事業の重点

的な実施や管理監督者への研修等を通して、メンタル疾患の予防に力を注いでいく。 

     また、引き続き、コミュニケーションの活性化や業務の効率的な実施、ハラスメン

ト対策の推進など働きやすい県庁づくりに取り組む。 

 

 

（８）コンプライアンスの確立  

高い使命感と倫理観を持ち、誠実かつ公正に職務を遂行できるよう、コンプライアンス

を確立し、県民から信頼される人づくりに取り組む。 

 

（具体的取組） 

①コンプライアンスの日常化のための取組推進 

不適正な事務処理や事務上のミス、休暇の不正取得などの不祥事が続いていること

を踏まえ、職員一人ひとりがコンプライアンスを常に意識することができるよう、「三

重県職員コンプライアンス指針」を共有し、コンプライアンスの日常化に取り組む。 

    ・コンプライアンスハンドブックの活用、ＷＥＢへの掲示 

    ・三重県職員クレドカードの作成、携帯 

    ・コンプライアンス・ミーティングの実施 

 

②チェック機能のさらなる強化と業務の適切な実施 

チェックについての意識の醸成を図り、役割分担を明確にするとともに、職員間で

十分話し合って、組織的及び計画的なチェックを行うことにより、事務処理ミスを防

止する。 

  

  ③コンプライアンスの意識を高める研修の実施 

    公務員に求められる倫理と規律を再確認するとともに、信頼される公務員としての

あり方をしっかり自覚することを目的とした研修を職責に応じ、定期的かつ継続的に

実施する。 




